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意見募集: 

“Proposed Update to the Finance Companies Rating Methodology, July 19, 2018.（日本語

版「ファイナンス・カンパニー格付手法のアップデートを提案」2018 年 7 月 20 日） 

意見募集 (RFC) について 

意見募集（英語版）は次のリンクから閲覧できる。 

受領した回答について 

ムーディーズはこの意見募集に対し、7 件のコメントをムーディーズのウェブサイトの意

見募集のページを通じて受領し、回答者全員からコメントを非公開とするよう要請を受
けた。したがって、いずれのコメントも www.moodys.com の Request for Comment のペ

ージには掲載されていない。 

ムーディーズ・インベスターズ・サービス（ムーディーズ）は意見募集期間中に Request 
for Comment のページに書面で寄せられた公開可能なコメントのみを公表していること

に留意されたい。口頭による回答や、ムーディーズに伝えられたその他の意見は公表

しない。 

受領した回答の内容：主要テーマに関するもの 

提案した格付手法の事業環境に関する考慮事項と、それらがムーディーズの業界リ

スク評価に与え得る影響について、回答者からいくつかの質問を受けた。回答者は総
じて事業環境の評価方法に関心を示しており、複数の国における多様な事業展開を

ムーディーズはどのように考慮するかといった質問が寄せられた。ある回答者は、会社
固有の要因が事業環境のサブ要素にどのように反映されるかについての明確な説明

を求め、そうした考慮事項をマクロレベル指標および業界リスク要因のスコアに含める

よう推奨した。 

数名の回答者から、ムーディーズの提案する FFO/有利子負債（キャッシュフローと流
動性のサブ要因）と有利子負債/EBITDA（自己資本の充実度とレバレッジのサブ要因）

のスコア幅が制約的であるとのコメントが寄せられた。 

https://www.moodys.com/researchdocumentcontentpage.aspx?docid=PBC_1117660
http://www.moodys.com/
https://www.moodys.com/researchandratings/research-type/methodology/request-for-comment/003006005/003006005/-/-1/0/-/0/-/-/en/global/rr
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また、サブ要因の定義と発行体の財務プロファイルに関連した調整の透明性に対する関心を表明す

る回答者もいた。数名の回答者から、サブ要因の調整により、発行体の財務プロファイルの初期スコ
アと調整スコアに差異が生じ得るとの指摘があり、調整手法に関するより具体的なガイダンスの追加

と、調整を行う場合の透明性の確保を要請するコメントを受領した。 

格付手法の変更 

ムーディーズは、ファイナンス・カンパニー格付手法に対する意見募集で提示した分析アプローチに
変更を加えた。変更の一つとして、付与スコアに定性的な評価が織り込まれるサブ要因の 12 ヵ月カ

バレッジ比率に対するアプローチを修正し、名称を満期有利子負債カバレッジと改めた。これは、定
量指標に織り込まれる 12ヵ月以内に満期となる負債だけでなく、それより先に満期となる負債を考慮

するためである。さらに、ビジネス・ディベロップメント・カンパニーに要請される規制上の資産カバレッ
ジの所要最低水準が最近 200%から 150%に引き下げられたことを受け、スコアカードの資産カバレッ

ジ比率の指標を修正し、名称を資産カバレッジ比率のクッションと改めた。これは、規制当局または

クレジット・ファシリティのコベナンツが規定する許容可能な最低水準と比較した資産カバレッジの十

分性を評価するためである。 

格付手法の最終版は、ムーディーズ・ジャパンのウェブサイトの「格付手法」のページで閲覧できる。 

 

本件は信用格付付与の公表では

ありません。文中にて言及されて

いる信用格付については、ムーデ

ィ ー ズ の ウ ェ ブ サ イ ト

(www.moodys.com)の発行体のペ

ージの Ratings タブで、最新の格

付付与に関する情報および格付

推移をご参照ください。 

http://www.moodys.com/


 

  

3 DECEMBER 11, 2018 意見募集：ファイナンス・カンパニー格付手法のアップデートを提案 
 

FINANCIAL INSTITUTIONS 
 

ムーディーズ・ジャパン株式会社 

〒105-6220 

東京都港区愛宕 2 丁目 5-1 

愛宕グリーンヒルズ MORI タワー 20F 

 

 

 

 

Report Number:  201944(Japanese)  

1134539 (English) 

著者 
Brian Harris  
Anna Sherbakova  
Pano Karambelas 

プロダクション・アソシエイト 

高瀬 美紀 

  

 

著作権表示(C)2018 年 Moody' s Corporation、Moody's Investors Service, Inc.、Moody’s Analytics, Inc. 並びに（又は）これらの者のライセンサー及び関連会社（以下、総称して「ム

ーディーズ」といいます）。無断複写・転載を禁じます。 
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